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はじめに
少子高齢化に伴う財政状況から， 地域包括ケア

システムにおける 「共助」 「公助」 の大幅な拡充を

期待することは難しく， 今後は 「自助」 「互助」 を

意識した取り組みの拡大が求められる 1）． 通所リ

ハビリテーション （以下， 通所リハ） における

「自助」 の促進の 1 つの形として， 通所リハに通わ

なくても自身で生活行為向上への自己努力が行え

ることがあげられる 2）． その他， 当事者団体など

ボランティア団体の活動への移行といった 「互助」

への切り替えも重要である． 円滑な通所リハ終了

のためには， 重症化予防を目的とした継続的な運

動習慣の獲得が必要不可欠と考えるが， 日常臨床

おいて， 高齢者はリハビリテーションに対して受

動的な認識を持っており， 自己努力をベースとし

た運動習慣の獲得や通所リハ終了の阻害に繋がっ

ている利用者を少なからず経験する．

行動変容ステージモデルとは， 新たな行動習慣

を獲得するまでのプロセスを 5 つのステージに分

け， ステージを進めるためにそれぞれのステージ

に合わせた働きかけが必要である， とする概念で

ある 3） 4）． 高齢介護における行動変容アプローチ

は基本的原理が比較的容易であるため， 施設や在

宅の家族介護者にも容易に理解でき， その技術を

高齢者の介護に容易に使用できる点が利点として

挙げられている 5）． 当施設では， 受動的な認識を

変化させることを目的にこれまで当施設で実施し

てきた様々な介護業務や他の施設で一般的に行わ

れている可能性の高い活動を， 行動変容ステージ

モデルを基に体系化し （以下， 本プログラム）， 介

護業務の一環として 2019 年 1 月より取り入れてい
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【要　旨】

【目的】 通所リハビリテーション （以下， 通所リハ） 利用者に対する行動変容ステージモデルに基づく

介入プログラム （以下， 本プログラム） の短期的効果について検討した． 【方法】 2019 年 1 月時点で通所リ

ハを利用し本プログラムに参加した利用者 65 名について， 行動変容ステージ （以下， ステージ）， Timed 

Up and Go Test （以下， TUG）， 膝伸展筋力を開始時と開始後 3 ヶ月で比較した． 【結果】 ステージの変化

は， 本プログラム前後で次のステージに移行 18 名， 変化なし 47 名， 前のステージに後退 0 名であった．

TUG は， 開始時平均 22.8 ± 17.2 s から開始後 3 ヶ月平均 21.0 ± 20.3 s に有意に改善を示した （p = 0.031）．

膝伸展筋力の左右平均は， 開始時平均 15.6 ± 7.5 kg から開始後 3 ヶ月平均 17.3 ± 8.7 kg に有意に改善し

た （p = 0.026）． 【結論】 本プログラムは， 対象者の行動変容を促し歩行機能および筋力の改善に有用であ

る可能性が示唆された．
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る （なお， 現在は COVID-19 感染予防のため中止

している）． 今回， 当施設での取り組みを提示する

とともに， 短期的効果について行動変容ステージ

の変化および身体機能の変化に焦点をあて報告す

る．

対象および方法
対象は， 2019 年 1 月の時点で当施設通所リハを

利用し本プログラムに参加した利用者 72 名であっ

た． なお， 本プログラムは業務の一環で実施した

ものでありプログラムそのものの対象者は本プロ

グラム実施中に当施設通所リハを利用していた者

全員である． そのうち， 本プログラム開始直後

3 ヶ月の間に 2 週間以上連続して通所リハを利用

しなかった者 4 名， 本プログラム開始直後 3 ヶ月

の間に入院治療を必要とする疾患に罹患した者 2

名， 意思疎通困難により行動変容ステージの評価

と身体機能評価 （膝伸展筋力と Timed Up and Go 

Test （以下， TUG）） の全てが実施困難であった 1

名の計 7 名を除く 65 名 （平均年齢 80.7 ± 10.6

歳， 男性 26 名， 女性 39 名） を解析の対象とし

た． 対象者の要介護度の分布は， 要支援 1 ： 4 名，

要支援 2 ： 8 名， 要介護 1 ： 19 名， 要介護 2 ： 19

名， 要介護 3 ： 7 名， 要介護 4 ： 6 名， 要介護 5 ： 2

名であった． プログラム開始までの当施設通所リ

ハ利用期間は， 平均 26.2 ± 24.4 ヶ月． 本プログ

ラムは， 行動変容ステージモデルを構成する 5 つ

のステージ （無関心期， 関心期， 準備期， 実行

期， 維持期） 共通で具体的な活動として， 利用者

の通所リハ内での個別リハ以外の余暇時間に自主

的に実施してもらう運動プログラムを自主トレー

ニングとして提供した． トレーニングの内容は複

数の運動から利用者の能力等を考慮して担当療法

士と相談し選択した． さらに， 利用者全員を対象

としてあらかじめ設定した時間に行う集団体操を

実施した． また， 余暇時間にテーブル拭き， 配膳

など， 通所リハ内の主に介護スタッフが行ってい

る業務の一部に手伝いと言う形で利用者に参画し

てもらう活動をお手伝い活動として設定した． ス

テージの特性に合わせてこれらの活動内容の調整

や介護スタッフの関わりを規定することで介入プ

ログラムを設定した （図 1）． 環境面の整備とし

て， 利用者が活動しやすいようにフロアの席配置

を変更するとともに， 中央にホワイトボードを設

置し利用時の活動状況を可視化できるようにし

た． また， 自主トレーニングを実践しやすいよ

う， 自主トレーニング内容を見やすい位置に掲示

し， 必要な器具を自分で取りに行けるよう物品の

保管場所を変更した． 介護スタッフには行動変容

について研修を開催し， それぞれのステージを意

識した声かけや自主トレーニングの促しができる

ようにした． さらに， すべての利用者に月ごとに

定義
定期的な運動を行っておらず，
これから6ヶ月以内に始める
つもりのない時期．

プログラム内容
（利用者が行うこと）
利用者に求める役割は特にな
し．
（介護スタッフが行うこと）
利用者に様々な活動への興
味・関心を持ってもらうこと
を目的に自主トレや集団体操，
お手伝い活動の内容を室内に
掲示した．
活動への参加が強制にならな
いよう注意しながら，様々な
活動に参加することのメリッ
トについても伝達した．

定義
定期的な運動は行っていない
が，これから6ヶ月以内に始
めるつもりのある時期．

プログラム内容
（利用者が行うこと）
利用者のペースで出来ること
から活動に参加してもらった．
（介護スタッフが行うこと）
他者が楽しく様々な活動へ取
り組んでいる姿を見ることで，
ポジティブなイメージを持っ
てもらうように努めた．
無理に集団体操やお手伝い活
動に誘うなど，ステージの後
退につながるような声かけを
しないように注意した．

定義
定期的な運動は行っていない
が， 1ヶ月以内に始めるつも
りのある時期．

プログラム内容
（利用者が行うこと）
ホワイトボードを使用し利用
者自身で実施状況をマグネッ
トで記録することとした．
（介護スタッフが行うこと）
ホワイトボードを使用し様々
な活動の実施状況が確認でき
る（見える化）ようにした．
少しずつ自主トレや体操，お
手伝い活動の参加を促した．

定義
定期的な運動を始めているが，
始めて1ヶ月以内の時期．

プログラム内容
（利用者が行うこと）
活動の定着を目的として，お
手伝い活動を通所リハ内での
自身の役割として行った．
（介護スタッフが行うこと）
活動内容に対する具体的な賞
賛など，自己肯定感の向上を
促す働きかけを実施した．

定義
定期的な運動を始めて， 6ヶ
月以上経過している時期．

プログラム内容
（利用者が行うこと）
ステージの維持を目的として
活動を継続するとともに集団
体操のリーダーなどより難易
度の高いお手伝い活動を担う
こととした．
（介護スタッフが行うこと）
ステージ後退の原因となりう
るようなネガティブなライフ
イベントについて確認した．

無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期

体操の様子 活動の可視化
お手伝い活動の様子 集団体操のリーダー

図1．行動変容ステージの定義とステージ毎のプログラム内容

自主トレメニュー

自主トレ（廊下歩き）の様子

図 1．行動変容ステージの定義とステージ毎のプログラム内容

通所リハ ： 通所リハビリテーション， 自主トレ ： 自主トレーニング

維持期の写真の白丸は， リーダーとして活動している利用者
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自宅で実施できるトレーニングとその実施状況を

確認できるようにカレンダーを配布した． 介護記

録を用いて， 当施設通所リハ利用期間とプログラ

ム開始時の行動変容ステージとの関係性について

検討するとともに， プログラム開始時とプログラ

ム開始後 3 ヶ月の行動変容ステージ， TUG， 膝伸

展筋力の測定結果を比較した． 本プログラムは業

務の一環として実施しているため， これら身体機

能評価においては評価者の盲検化は実施せず， 主

に各利用者の担当理学療法士もしくは作業療法士

が実施した結果を介護記録から収集し本検討に使

用した． 行動変容ステージは， Patricia 6） の運動ス

テージ評価を基準に， 実際の通所リハでの運動の

様子を見ながら理学療法士が評価した． 膝伸展筋

力は， ハンドヘルドダイナモメーター （アニマ株

式会社， μ Tas F-1） を使用し左右の平均を測定値

とした．

当施設通所リハにおける利用月数とプログラム

開始時の行動変容ステージとの関係については

Spearman の順位相関係数を用いて検討した． ま

た， TUG と膝伸展筋力に関しては， プログラム開

始時と開始後 3 ヶ月後の変化について， Wilcoxon

の符号付順位検定を用いて比較した． なお， 統計

処理には IBM SPSS Statistics Ver. 25 （IBM 社） を

使用し， 有意水準は 0.05 未満とした．

研究倫理と同意
本研究は既存情報のみを用いた人を対象とする

医学系研究に該当するため， 「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」 に従い， 国立長寿医療

研究センター倫理 ・ 利益相反委員会から承認さ

れ， 各研究機関の長からの許可を得て実施した

（承認番号 ： 1362 ・ 1363）． なお， 「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」 に従い， 本研究に

関する情報を公開し， 拒否する機会を保障した．

結果
行動変容ステージにおいては， プログラム開始

時の行動変容ステージと当施設通所リハにおける

利用月数との間には関連は認められなかった （p = 

0.244， ρ = -0.146）． 行動変容ステージにおいて

は， 次のステージに移行した者が 18 名， ステージ

が変化しなかった者が 47 名， 前のステージに後退

した者が 0 名であった （図 2）． 認められたステー

ジの変化は全員 1 段階であった． また， TUG は開

始時平均 22.8 ± 17.2 s から， 開始後 3 ヶ月で平均

21.0 ± 20.3 s へ有意な改善がみられた （p = 

0.031）． 膝伸展筋力の左右平均値は開始時平均

15.6 ± 7.5 kg から， 開始後 3 ヶ月で平均 17.3 ± 

8.7 kg へと有意な向上がみられた （p = 0.026）． な

お， 身体機能評価が実施可能であった利用者は，

TUG 48 名， 膝伸展筋力 52 名であった．

考察
通所リハを長期間利用することで必ずしも行動

変容ステージが高い状態にあるとは限らず， 利用

者の特性を考慮し施設側が積極的に利用者の行動

変容ステージを上げていく取り組みが必要である

と考える． 行動変容ステージに関して約 25% の利

用者に次のステージへの移行が認められた． リハ

（人）
0

5

10

15

20

25

無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期

開始時 開始後３か月後

無関心期から
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移行3名

関心期から
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準備期から
実行期への
移行9名

図 2．行動変容ステージの変化
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スタッフが中心となってマネジメントを担い， 介

護スタッフや家族も本プログラムに加わり， 利用

者を取り巻く環境全体を整備した． それにより，

利用者の行動変容を促すことが可能であったと考

える． 準備期に属する高齢者は身体機能の衰えに

対する気づきがあり移行しやすいことが報告され

ており 7）， それにより， 本報告において準備期か

ら実行期への移行が最多となったと考える． その

一方で， 実行期から維持期への移行の評価には半

年以上の期間が必要であり， 本報告 3 ヶ月と短期

間であったために， 実行期から維持期に移行した

利用者は 0 人となった．

また， 運動プログラムは筋力トレーニング単独

よりも， 複数種類で構成されたトレーニングの方

が高齢者では受け入れが良く， 動的なバランスト

レーニングをした群の方が TUG は短縮すると報告

されている 8）． 本プログラムにおいても， 様々な

種類のトレーニングを組み入れた自主トレーニン

グを設定したことにより， 行動変容ステージの改

善のみならず TUG および筋力の改善につながった

と思われる．

本報告は， 短期的効果の確認のみとなってお

り， より長期的な効果の検討が必要であると考え

る． また， ステージごとに利用者特性が異なるた

め， 利用者全体の解析のみならず， ステージごと

の検討が必要である． また， 行動変容ステージや

身体機能評価に与える要因として， 麻痺や認知機

能の低下， 運動器の疼痛などが考えられる． 本プ

ログラムの効果をより明確にするためにはこれら

の要因を考慮した解析が必要である． これらの課

題を検討していくことで， より有用性の高いプロ

グラムの立案が可能になると考えられる．

結語
通所リハ利用者に本プログラムを実施した結

果， 3 ヶ月で約 25% の利用者に行動変容ステージ

の向上がみられ， TUG と膝伸展筋力においても統

計学的に有意な改善が認められた． 今後は， より

有用性の高いプログラムの立案のため， ステージ

の違いや行動変容ステージ ・ 身体機能評価に影響

を与える要因を考慮した上でより長期的な効果に

ついて検討する必要がある．
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